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特集　ロシア・中欧経済の新段階：成長・多様化・コーポレート・ガバナンス

ロシア経済の成長と多様イビ

久　保　庭　真　彰

　本稿は，ロシア経済の成長と多様化を分析することをテーマとした試論である．まず，供給サイド

からロシア経済成長の短中長期成長経路の予測を与える．次に，供給面では総要素生産性と資本蓄積，

所得面では交易利得，支出面では国産品内需が成長のキイ要因であることを示す．さらに，再編成さ
れた産業連関表と成長統計ならびに経済発展省の中期予測から多様化の進展状況を確認する．その後，

部門別の推計資本ストック増加率を用いた多部門成長会計分析により多様化の要因を検討する．最後

に，自動車産業に注目して，その成長が多様化と経済全体に及ぼす役割を検討する．

JEL　Classification：047，052，　P27

1．課題

　ロシアの実質GDP水準は，ソ連単ピーク時

の1989年水準を2006年になって完全に凌駕し

た．こうした背景の下，メドベージェフ＝プー

チン政権が長期的基本課題（2008～2020年）と

して提起したのは，第1に，長期にわたって年

率6％以上の成長を維持し，GDP規模で，ロ

シアを中米日印につぐ世界第5位の大国とする

こと，第2に，油価高止まりを有効活用して，

資源依存経済を多様化することであった（久保

庭（2008a））．多様化は，技術立国化により「ハ

イテク」（「イノベーション」）部門（機械工業と教

育・保健）のGDP比重を倍増し，石油・ガス

部門のGDP比率を大幅削減する，ことを意味

している．

　本稿では，久保庭（2007）のデータベースを更

新し，分析を拡充することによってロシア経済

の成長と多様化について検討する．Kohli
（2004）が示唆した類似した2つの成長要因，す

なわち総要素生産性上昇と交易条件効果に注目

する．最初に，長期成長展望を示し，成長要因

を分析する．次に，ロシアの産業部門分類国際

標準化に対応して，多部門分析用の部門別

GDPデータと資本ストックデータを再編成し

て，多様化の現状と要因を調べる．さらに，多

様化の重要要素である自動車産業，特に乗用車

産業の動向とその影響に注目して，自動車分析

用産業連関表Rosstat－Kuboniwa（2008）を利用

して，初歩的な事実関係を整理し，シミュレー

ションする．

　本論に入る前に2008年の事態について一言

しておきたい．

　2008年は波乱の年になっている．まず，年

初からウラル油墨が加速度的高値をつけた

（2007年平均70ドル／バレルから2008年7月

には129ドル／バレルまで上昇，www．cbr．ru）．

次に，同年8月にグルジア紛争が起き，海外へ

の資本純流出が加速化した．最後に，「9・15

リーマン」事件が世界経済とロシア経済を震憾

させた2〕．ルーブル高はルーブル安に反転し，

資源株を含め株価も急落した．礫耕も急速に減

少し始めている．ロシア政府・中銀は豊富な外

回と黒字財政収入・財政基金を切り崩すことに

よってルーブル安急進と信用急縮の防衛に乗り

出しているが，先行きは不透明である．油価が，

60ドル／バレルさらに30ドル／バレルに回帰し

てもロシア経済成長が潰れることはないが，深

刻な混乱は避けられない．そもそも，こうした

国際市況の変動から受ける影響を最小化するた

めにも求められたのが，経済多様化であった3）．
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2．ロシアの長期成長　展望

経

　図1は，2008～2020年に関する筆者による3

つの長期成長予測に加えて，政府基本シナリオ

（革新的バリアント）MER（2007，2008a，b）とゴ

ールドマン・サックスGS（2003）の「夢」の成

長世界を提示している．表1，表2は長期平均

成長率の概要と直近3ヵ年の成長率予測値を示

している．表3は，投資，労働，総要素生産性

の伸び率についての想定値を明示している（本

稿では，特にことわらない限り，投資は固定資

本形成を意味する）．総要素生産性上昇は，資

本更新，経営・企業統治革新，労働生産性増大，

キャッチアップ努力等を通じた外生的な技術進

歩効果を総合的に表している．

　本稿で筆者が考える成長シナリオは，以下の

3つである4）．

　（1）高投資シナリオ．ロシア経済発展省が基
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図1．ロシアの長期成長展望（2000＝100）
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　　　本シナリオで想定した投資増加率（年平均

　　　11．2％）と労働力増加率（同0．5％減）を利用して

　　　いる（07年10旧版，MER（2007），久保庭

　　　（2008a））．経済発展省は，最近の中期予測

　　　（08～11年）においても同じ投資増加率を想定

　　　している（MER（2008b））．高投資シナリオでは，

　　　生産関数推定からえられる総要素生産性増加率

　　　（技術進歩率）4．1％を予測期間全体に対して適

　　　用している．政府の投資・労働想定を受け入れ

　　　ると，同じ想定に依拠する政府長期予測を大幅

　　　に超える．高投資シナリオは，最近の投資の勢

　　　いが持続すれば可能であった予測経路を示して

　　　いる．資本分配率70％と労働力増加率想定は，

　　　筆者のすべてのシナリオで共通である．

　　　　（2）中位投資シナリオ．投資増加率は年平均

　　8％にとどまると想定している．08～09年の投

　　　資想定はモスクワ銀行予測と同じである（CSI，

　　Bank　of　Moscow，　Ecoπo癬。　Mo漉雇y，　Septem－

　　　　　　　　　ber，2008）。総要素生産性の増

　　　　　　　　　加率は，08～11年は2．9％，そ

　　　　　　　　　れ以降は21％へと下落すると

　　　　　　　　　想定している（先進国との所得

　　　　　　　　　格差減少を考慮）．サブプライ

　　　　　　　　　　ム危機が深刻でなければ，最

　　　　　　　　　低限，中位投資成長が可能だ

　　　　　　　　　　と考えられる．われわれの中

　　　　　　　　　位投資シナリオは，高投資想

　　　　　　　　　定に依拠する政府基本シナリ

　　　　　　　　　オに近くなる．これは，政府

　　　　　　　　　予測が，投資想定と整合的で

　　　　　　　　　はないことを示唆している．

　　　　　　　　　　（3）低投資シナリオ．「9・15

轍夏日§蕪謡講鷺叢濃
　　　　　　表2．ロシア経済成長の短期予測

高投資　　中投資　　低投資　　政府
シナリオ　シナリオ　シナリオ　シナリオ

高投資　　中投資　　低投資　　　政府
シナリオ　シナリオ　シナリオ　シナリオ

2001－2007

年平均成長率（％）

　共通6．6 2007

年平均成長率（％）

　共通8．1

2008－2020 9．5 6．7 4？， 6．6
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出所）　付表1から抜粋．
出所）　付表1から抜粋．
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表3．予測仮定

　年平均増加率（％）

投資 労働力 総要素生産性

高投資シナリオ 中投資シナリオ 低投資シナリオ

共通
高投資　中・低投資シナリオ　　シナリオ

9 10 11 12　　　　　13

短期予測

2007 20．8 20．8 208 0．8 4．2　　　　　4．2

“甲

2008 16．5 110 70 0．1 4ユ　　　　　2．9

2009 14．5 10．0 一100 一〇．2 4ユ　　　　　2．9

2010 13．3 100 一5⑦ α0 4．1　　　　　2．9

長期予測

2001－2007 12．4 12．4 12．4 0．7 41　　　　　4．1

2008－2020 1L2 8．0 19 一〇．5 41　　　　　2，3
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出所）　付表2から抜粋．

図2．資本ストック増加率：2000～2007年

＋推計系列
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と想定している．08年は，上半期の好調な投

資増が取り崩され，7％にまで低下する．09年

忌10％減，10年は5％減となり，これまでの

投資加熱状況がクールダウンされると想定して

いる．11年は投資増ゼロで，その後の回復も

緩慢だと想定している．予測期間の投資平均増

加率は19％にとどまる．総要素生産性に関す

る想定は，中位投資シナリオと同じである．注

意すべきは，投資増加率がマイナスでも，今期

投資が今期除却資本以上の場合，資本ストック

は増加することである．

　図表にみられるように，高投資シナリオ，中

位投資シナリオ，低投資シナリオの平均成長率

はそれぞれ9．5％，6．7％，4．7％で，2007年比

でそれぞれ3。3倍，2．3倍，1．8倍となる（2000

増），

性が高い．2009こ口ついては，供給サ

イドから予測すると，投資10％ダウン

でも5．8％の成長を示す（筆者低成長シ

ナリオは下方修正されたIMF予想08年

7％，09年5．5％に近い．Mo∫co卿
丁∫〃z6∫，10／9／2008）．投資減（輸入設備投

資法を含む）は他の項目の増加でカバー

されることを想定している．2010年に

ついては，投資が5％減でも予測成長率

は5．5％である．いずれにしろ，われわ

れはロシア経済が供給サイドから強く支

えられていると考えている．投資減をカ

バーする国産品消費需要増は，外資・合

　　　　　　　　　　　　　3

年比ではそれぞれ5．1倍，3．6倍，

28倍）．中位投資シナリオはロシ

ア政府シナリオ（高成長想定）の平

均成長率6．6％，2007年比2．3倍

と著しく近い．いずれの場合も，

ゴールドマン・サックスの「夢の

シナリオ」以上の成長を示す（久

保庭（2007））．

　中位投資シナリオ［低投資シナ

リオ］の2008年成長率見込みは

6．8％［6．6％〕である．08年成長率

は，同年12月の投資に大きく依

存するが（例年12月に投資は急

中位投資シナリオが妥当する蓋然

弁企業や輸入財利用ロシア企業のロシア域内生

産による部分が大きい．

3．経済成長の要因：供給面・所得面・支出面

　供給サイド分析のキイ概念は資本ストック増

加率である．われわれは，久保庭（2007）の

2002年基準推計を延長推計した結果を用いて

いる．ロシア国家統計局は名目価値を修正する

ことなく，従来の実質増加率を2倍弱上方修正

した（2000年基準）．しかし，図2に示される

ように公式統計は依然として筆者推計を大幅に

下回る5），

　図3は，2000～07年実績について，供給サ

イドの成長寄与率を表している6〕．ご覧のよう

に，いずれの年においても労働生産性・経営等



　4　　　　　　　　　　　　　　　　　　経　　済　　研　　究

　　　図3．成長への資本・労働・総要素生産性の寄与（供給サイド）
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図4．ロシアの成長要因（供給サイド）：2008～2020年
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図5．ロシアの交易利得（対GDP比率％）
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の改善による総要素生産性寄与が最も大きく，

資本寄与がそれについでいる．雇用労働力に大

きな変化はみられないので労働寄与率はとるに

たらない水準にある．投資急増により2006，

07年の成長へは，資本寄与が総要素生産性寄

与と並ぶレベルで貢献している．石油価格高騰

の最初の年である2000年は総要素生産性寄与

が例外的に大きくなっており，成長会計からみ

て不自然である．石油価格が下落した2001年，

　2002年においても総要素生産性

　寄与は成長率を3％前後押し上げ

　ていることに注意したい．資本除

　却率（償却率）をわれわれの想定

　（丁年L8％）より高めると資本寄

　与は低下するが，その場合には総

　要素生産性増加がその分だけ大き

　くなる．

　　図4は，筆者の3つの予測につ

いて，成長要因寄与を示している．

いずれの予測についても，資本寄与

率が総要素生産性寄与率を上回って

いる．これは，資本蓄積要因がロシ

アの今後の帰趨にとって重要だとい

うこということを意味するが，投資

増想定に比較して，総要素生産性増

想定が控えめだと解釈可能であるこ

とにも注意すべきである．

　ここで，視点を変えて，所得面と

支出・需要面から成長要因をみてお

こう．

　所得サイドでは，久保庭（2007）で

　示した交易条件効果による交易利得に注目す

　べきである．石油国際価格上昇は，交易条件

　（輸出価格：輸入価格）改善による交易利得を

　生み出す．交易利得の共通デフレータを輸入

　価格とした場合，交易利得は実質輸出×（交

　易条件一1）に等しくなる．石油輸出国である

　ロシアは石油価格上昇により交易利得稼得機

　会をうる．国内総所得（GDI）は，交易利得分

　だけGDP成長より大きくなる．　GDP比でこ

　の交易利得をみると図5のようになる．石油

　価格が高騰した2000年には，交易利得は

GDP比で15％近くにまで上昇した，石油価格

が下落した01，02年には逆に交易損失が発生し

た．その後，04年には再び交易利得はGDP比

で6％近くまで上昇したが，その後は石油価格

上昇にもかかわらず，交易利得は減少し，07

年にはGDP比で1．4％レベルにまで下がった．

名目輸入額も急増し，輸入価格上昇により交易

条件も悪化したからである．油価上昇の恩恵は

確かにあったが，大方の単純な理解とは異なり，
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　図6．成長要因（需要サイドの教科書的表示）：内需（輸入込み）と外需（純輸出）
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図7．成長要因：国産品内需と外需
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恩恵がそれほどでもない状況のもとでもロシア

経済は高成長してきたということに注意すべき

である．08年前半の石油価格70％急騰は，再

度，交易利得をGDP比で7％程度にまで押し

上げたが，後半には急減するであろう．

　最：後に，支出・需要面からみた成長要因につ

いて注意しておきたい．

　図6は，需要要因別の成長寄与を教科書的に

示している（GDP統計www．gks．ruから筆者作

成），最大の成長貢献要因は消費需要であり，

次第に減少しているとはいえ07年でも成長全

体の86％に対して貢献した（国内需要成長寄与

の6割分）．投資（ここでのみ粗資本形成）需要

は次第に上昇しており，07年には成長全体の

60％以上に貢献した（消費成長寄与の7字分）．

純輸出で示される外需は成長に対してマイナス

の寄与しか果たしていない．07年は成長全体

2007

そうではない．

資・合弁企業によるロシア域内生産外国ブラン

ド製品や輸入設備・資材・パテント利用のロシ

ア企業製品も含まれている．

　図7は，国内最終需要から輸入品最終需要を

控除した国産品内需と，国産品に関する外需で

ある輸出外需から輸入財中間需要を控除した修

正された外需の成長寄与度を示している（GDP

統計www．gks．ruと産業連関表輸入表から筆者

作成，図の縦棒内数字は寄与率）8）．ご覧のよ

うに，2002年以降，国産品内需の寄与は着実

に増加している．2002年は外需主導の成長で

あったが，国産品内需の成長寄与が次第に高ま

り，2005～6年には8割以上，2007年には成長

のほぼすべてを占めるようになっており，国産

品内需主導の成長への転換が明らかである．

2008年第1・四半期は輸出急増により外需寄与

　　　　　　　　　　　　　5

　に対してマイナス44％の貢献

　であった。石油輸出価格上昇は

　実質統計ではデフレートされて

　しまうからである．ロシア好況

　の要因とされる石油価格上昇を

　国民経済計算上に生かすために，

　われわれは交易利得に注目した

　のである．2008年上半期は，

　純輸出のマイナス寄与が削減さ

　れ（成長貢献度はマイナス

　24％），投資の貢献度がその分

だけ減少した（同39％）．消費の

寄与は依然として高いままであっ

た（同87％）．

　消費内需の貢献が大きいことは

事実であるが，消費財には輸入が

含まれている．ロシアには外車を

はじめとして，消費財には輸入品

が多く含まれていることは視覚的

にも明瞭である．しかし，国内概

念としてのGDPからは輸入は控

除されるので，輸入消費増は直接

的にはGDP成長に貢献しない7）．

国産品に対する内需はGDP成長

に貢献していないのであろうか．

　すでに国産品の多くには，外
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表4．産業部門別付加価値構造（新分類）：2003－2007年

　　　　　　　　　　　　　　　（名目，％）

2・・32・・42・・52∞62・・7軍職

公式（基本価格ベース）

鉱業

製造業

商業

6．7　　9．6　　11．2　　11．1　10．4　　　11，0

17．0　　18，1　19，0　　18．2　　19ユ　　　　19．6

22．2　20．4　　19．7　20．8　20．6　　　21．2

推計（市場価格ペース）

鉱業

製造業

商業

17．9　20．4

23．0　23．3

12．3　12．0

出所）　付表7，9から抜粋．

率が2．4％にまで高まったが，第2・四半期に

この傾向は是正され，上半期ではやはり国産品

内需が成長に8割以上の貢献を果たすようにな

っている．

　2003，2004年の公式産業連関表付帯解（国産

品産業連関表と輸入表）によると，消費需要全

体に占める国産品の比率（自給率）は約80％で，

輸入率は約20％にすぎないことからも上記の

事実は支持される9）．家計消費については，自

給率は約70％で，輸入率は約30％にものぼる

が，国産品需要が輸入を大きく上回るというこ

とに変化はない．投資についても，自給率は

75％前後で，輸入率は約25％である．国産消

費の比重は国産投資の3倍以上なので，国産消

費が成長の主要な牽引車で，国産投資が成長を

加速化していることになろう。ただし，非貿易

財である建設投資を除くと，03年の機械設備

投資の自給率は41％にすぎなかったし，04年

の製造業製品に対する投資需要の自給率も

44％にすぎず，いずれの場合も輸入が圧倒的

であったことに注意すべきである．輸入消費財

と異なり，輸入設備投資は供給面で国内生産力

効果を高める．この意味では，輸入設備主導に

よるGDP成長がロシアでもすでに始まってい

ることが示唆される．

　以上から，ロシアのGDP（GDI）の成長に関

して以下のことが主張できる．

　第1に，供給サイドからみると総要素生産性

（主要因）と資本（副次要因）の寄与が大きい．

　第2に，所得面からみると，交易利得の国内

総所得成長への追加的寄与が顕著である．

研　　究

　第3に，支出・需要面からみる場合は，国産

品内需（主要因）と外需（副次要因）の成長寄与が

大きい．国産内需のうち国産消費と国産投資の

比率は約3：1である．投資増（輸入を含む）は，

資本ストックの更新と増加を通じて，供給面か

らの成長を支える．

　第4に，設備投資の6割以上は輸入による．

輸入設備投資による資本ストックの更新と増加

は供給面での資本寄与，そして特に総要素生産

性上昇を通じてGDP成長に貢献していること

が示唆され，る．ここでも，供給サイドと支出サ

イドがリンクされ，る．

4．経済多様化の現状

　ロシア国家統計局は2004年統計から国際標

準の新産業分類に準拠した部門別統計を提供し

ている10）．そこで，本稿でも新分類基準でデー

タを再編成することにした．

　表4は，産業部門別付加価値構造について，

公式統計と筆者推計統計を抜粋したものである．

公式統計によると，鉱業（石油・ガス，石炭，

鉄鉱石等の採掘・採取）シェアは，2005年以降

11％前後になっている．製造業シェアは19％

前後で，商業部門がシェアでは最大で20％前

後となっている．2004年以降についてみると，

鉱業のシェアも増大しているが，製造業のそれ

も若干上昇している．

　公式統計では，石油・ガスに対する膨大な輸

出税や石油・ガス貿易収入は鉱業付加価値から

除かれている．製造業製品に課された生産物税

も公式統計では除かれている．これらを補正し

たのが推計統計であるIl）．新分類産業連関表が

2004年と2005年に対してしかまだ作成されて

いないので，産業連関表利用によるわれわれの

推計もこの2ヵ年に限定されている．

　2005年の推計統計では，鉱業部門GDPシェ

アは，20％で，製造業GDPシェアが23％，

商業GDPシェアが12％である．これがロシ

アの実態を反映する数字であることは大方の認

めるところであろう．

　表5は，最近の部門別付加価値成長率を示し

ている．公式統計は実物ベースの実態を反映し



表5．部門別GDP成長率（％）

ロシア経済の成長と多様化

　　　　　　部門別成長をみておこう．

…52・・62・・7高翔

7

1　農業，狩猟，林業　　　　　　1．1

2　水産業　　　　　　　　　　2B

鞠a鉱業　　　　　　　　　α5
ま

鱒b　鉱業（推計）　　　　　　　＿4．0

4　製造業　　　　　　　　　　6．0

5電気・ガス・水道　　　　　　L2

6　建設　　　　　　　　　　　10．5

7商業．　　　　　　　　　駄4
8　ホテル・レストラン　　　　　9．7
9　　運輸・通イ言　　　　　　　　　　　　　　　6．2

10　金融　　　　　　　　　　　11．9

11不動産・賃貸　　　　　　　12．5

12　公務・防衛・強制社会保険　一3．1

13教育　　　　　　　　　　　0．4

14　保健・社会サービス　　　　1，7

15　その他サービス　　　　　　24

　　FISIM　　　　　　　　　　　6．9

　　付加価値（基本価格）　　　　5．9

　　純生産物税　　　　　　　　　9．4

　　GDP　　　　　　　　　　　　6．4

3．6　　3．1

4．9　　29

L6　0．3
6．1　　．、4．8

2．9　　7．4

47　－19
11．6　　　16．4

14．6　129

7．8　12，1

9．6　　7．7

10．3　　11．4

10．O　lO．3

2．6　　7．7

0．8　　1，0

1．7　2．8

8．7　10．2

11．2　　12．7

7．2　　79

8．4　95

7．4　8ユ

2
’
9
1
姦
5
7
β
β
ユ
β
7
β
3
β
9
2
7
β
2
D

3
9
、
0
4
6
3
2
1
0
9
9
8
3
0
0
6
9
7
0
8

　
　
　
　
　
　
2
1
1
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
1

出所）www．gk＆ru，08年上半期は筆者計算，

備考）　3aは公式統計，

　　　3b：商業名目値の30％は鉱業関係商業とみなし，それ

　　に公式商業成長率を乗じた値と公式鉱業実質値の合計を

　　鉱業（商業を含む）の前年名目値で除算して算定．

ているが，鉱業については石油・ガス貿易付加

価値を考慮した推計が重要である．石油・ガス

に関する投資の源泉は石油・ガス貿易付加価値

に求められるからである．

　公式統計では，鉱業部門の成長率が06年を

除いて1％未満と著しく停滞しており，それに

比べると製造業部門の成長率は06年を除くと

6％以上とはるかに良好で高いことになる．も

ちろん，マクロ成長率には製造業の成長は追い

ついていないことに留意すべきである．高成長

部門は，商業，不動産・賃貸，金融である．鉱

業に石油・ガス貿易業（商業）の成長を加味する

と，推計鉱業成長率は公式統計値より高くなっ

て4％以上になるが，それでも2006年を除い

て製造業成長率より低い．

　いずれにしろ，付加価値成長からみると，鉱

業部門の停滞と製造業の若干の興隆が確認され

るが，製造業の成長は経済全体の成長牽引車に

はなっていないといえよう．

　付加価値統計では鉱工業部門内部の委細がわ

からないので，表6の鉱工業生産統計によって

　第1に，鉱工業全体も製造業も電気・ガス・

水道業も07年時点で91年レベルに回復してい

ない．

　第2に，鉱業部門は91年水準を超えている

が，これには石油・ガス生産の回復が大きく寄

与している．しかし，石油・ガスの生産増は，

05年以降になって急速に落ち込みだしており，

これにより鉱業全体の生産増も鈍化しだしてい

る．これには，ユーコス事件後の石油産業再国

有化による効率低下が多分に関係している．

　第3に，製造業全体としての回復は遅いが，

部門内をみると，電気・電子機器・光学器械，

紙パルプ・印刷・出版，ゴム・プラスチック製

品の回復が著しい．

　第4に，機械工業内部をみると，上記のよう

に電気・電子機器・光学器械の成長が著：しく高

いが，特に2000年にはいってからの平均成長

率19％は驚嘆に値するといえよう．機械・設

備の回復が遅れているのは，90年代の落ち込

みが大きかったことに起因するが，最近の平均

9％の高成長は注目に値する．特に07年の増

加率19％は驚異的であったといえよう．輸送

機械の回復が著しく遅れていることには，2001

年の大幅マイナス成長が影響している．自動車

や車両についてはこのようなことは確認できな

いので，航空機および／または造船が01年に大

幅落ち込みを示したことになる．輸送機械につ

いても，2003年以降は高成長が示されており，

特に07年は15％増であったことに注意したい．

機械工業は2003年以降になって超高成長プロ

セスに入ったことになる．

　第5に，ソ連期の粗悪国産品が輸入品により

駆逐された軽工業の回復は絶望的といえるほど

遅れている．ただし，最近の動向をみると，皮

革関係は，平均8％と比較的高成長を示してお

り，回復の兆しを示しているようにみえる．繊

維関係の成長は，不安定で低いが，2000年の

25％成長や2006年の12％成長などの実績を

みると多少なりとも回復の期待がもてるように

なっている．

総じて，2003年以降，製造業は高成長過程に
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表6．工業の部門別生産増加率（％）

20∞　　　　2001　　　2002　　　2003　　　2004　　　2005　　　2006　　　2∞7

鉱工業全体

鉱業

　燃料・エネルギー

　　石炭

轟、原油轡承
　その他
製造業

　食品，飲料，タバコ

　繊維，縫製

　皮革・同製品，製靴

　木材加工・同製品

　紙パルプ，出版・印刷

　コークス，石油製品

　　石油製品

　化学工業

　ゴム’プラスチック製品

　その他の非金属鉱物製品

　鉄鋼，金属製品
　　　　　　　　　　　　　　　ジ　　　

匿残響一
　その他
電気・ガス・水道業

7
4
9
4
1
2
9
3
9
6
1
0
4
1
2
1
6
3

＆
ε
4
3
馬
＆
α
5
4
7
4
＆
2
2
5
a
α
5
。

　
　
　
　
　
－
1
　
　
2
　
　
1
1

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
1
2
1
1

9
0
1
6
3
8
0
0
8
7
5
6
8
0
3
6
8
6

a
ε
a
4
a
a
a
＆
7
3
2
α
2
3
α
L
3
4

　
　
　
　
　
「
　
　
　
1
一

1
8
3
9
1
9
1
2
5
4
2
1
6
5
2
2
2
1

3
。
a
7
a
＆
α
L
7
2
L
4
4
4
4
α
α
L
5

　
　
　
「
…
一
　
　
　
1

＆9

ﾚ
σ
3
8
。
器
α
3
a
9
据
卯
墾
2
。
器
窪

　
　
1
　
1
　

1
　
　
　1

㎜
6
8
η
認
㎎
四
脚
嘱
姐
α
6
即
日
器
器
6
6
肪
融
3
9

　
　
　
　
　
　
1
　

「
　
一
　
　
　
　
　
　
－

禍
2
0
器
2
9
鴛
6
6
誰
罷
雲
離
認

　
　
　
　
　
一
　
　
　
　
　
　
　
　
－

6．3　　　63

2．5　　　1．9

2．5　　　19

4，4　　　2．1

雛　　　19
2．5　　　1．6

8．3　　　9．5

7．0　　　6ユ

12．1　　－L3

22．2　　　0．0

3．6　　　6，2

7．0　　　9．1

7．1　　　2．9

7．7　　　2．9

48　　　6．0

21．7　　　　22．1

15．7　　　　10．3

9．8　　　2．1
－」

書ﾋ嗣‘召：4騨日面臣．職鮮騨を0誉欄㎎囎古血鳴、盗1

25か

1（瓦7

11．ぎ

4．0

　8．4　　－77

－26．4　　－1ゆ

　8．5　　　3．9

　L4　　　4．8

43．2

14ρ

10．8

3．3

34．5

1L5

10．2

L1

33．2

7．1

87
0．9

16．3　　　11．8

鼠9　　15．3

12．2　　　5．1

4．9　　－0．2

2001－2007 2007

年平均　　1991＝100

　　5．8　　　　84．5

　　4．8　　　　　　103．5

　　5．4　　　　　　116．6

　　3．2　　　　　　102．6

　　恩5　　　11791

　　1．1　　　　64．7

　　7．0　　　　81．7

　　6．6　　　　85．4

　　2．3　　　　27．4

　　8．0　　　　26．3

　　5．2　　　　53．4

　　6．6　　　　　　126．9

　　3．8　　　　78．0

　　4．2　　　　0．0

　　3．9　　　　9LO

　11．2　　　　　　110．7

　　7．3　　　　659

　　5．6　　　　98．1

1欄
　　8．4　　　　　　106．4

　　2．3　　　　90．2

出所）Rosstat提供資料（8／26／2008），　RTs　2008，　www，gks．ru．

備考）　機械設備には軍事品は含まれていない．

入っており，これには機械工業の驚異的な高成

長が大きく作用していることになる．

　表7は，機械工業の内容について，経済発展

省の2007年実績と2011年までの予測数字を示

している．08年以降は機械工業全般について

07年成長実績よりは成長は鈍化すると予測さ

れているが，それ’でも相対的な高成長が期待さ

れていることがわかる．この表で興味深いのは，

前表ではわからなかった，各細目部門が具体的

に示されていることである．

　機械・設備の高成長予測は，トラクター，掘

削機という生産用具に加えて，冷蔵・冷凍庫，

洗濯機という消費財についての高成長期待によ

って支えられている．消費財関係では，特に，

普及の遅れている洗濯機増産期待が300万台か

ら400万台以上と大きい．08年1－8月の前年

同期比実績によると機械・設備成長は8．3％で

あり，高成長予測に黄信号が点滅している．た

だし，同年1－9月の前年同期比実績によるとト

．ラクターは88％増，冷蔵・冷凍庫は9％増で

健闘している12）．

　電気・電子・光学機械の成長はその他の2つ

に比べて控えめに見積もられている．一三密測

器と消費財のテレビの増産期待は大きい．テレ

ビは，700万台から900万台への増産が期待さ

れている．08年1－8月の前年同期比実績によ

ると機械・設備成長はマイナス6．6％であり，

成長予測に赤信号が点滅している．同年1－9月

の前年同期比実績によると電気モーターは

44％減，テレビは1％減で増産は絶望的であ
る．

　輸送機械・設備の高成長期待は，電車の大幅

更新増と消費財関連の乗用車の大幅増産の見込

に支えられている．乗用車は，150万台から

230万台への増産が見込まれている．残念なが

ら，経済発展省は，航空機産業と造船業につい

ての具体的数字を示していない．輸送機械の高

成長は，強固な外資乗用車生産増によって支え

られており，実行可能な状況にある．08年1－8

月の前年同期比実績によると輸送機械・設備成
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表7．機械工業の実績と予測

2007 2008 2011 2008 2008～2011
実績 見込み 予測 見込み 予測

増加率（％） 年平均（％）

機械・設備増加率（％） 19．1 14．6 9．5 14．6 11．9

トラクター（台） 13，535 17ユ48 26，394 26．7 18．2

穀物コンバイン（千台） Z173 8ρ27 11，884 119 13．5

掘削機（台） 5ユ33 6ρ72 7821 18．3 11ユ

冷蔵・冷凍庫 3，573 4，014 5276 12．3 10．2

洗濯機（千台） 2，708 3，191 4β19 178 12．4

金属切削（台） 5，020 5121 5，586 2．0 27

電気・電子・光学器械増加率（％） l18 3．0 7β ao 6．7

電気モーター（千台） 898 914 1，166 1．7 6．7

一相識測器（千台） 4，654 5，212 6，652 12．0 9．3

三相計測器（千台） 1，243 1265 1β80 1．8 26

蓄電池・バッテリー（千台） 5，722 6ρ16 6，895 5ユ 48

テレビ（千台） 6，823 7474 9β43 95 8．2

輸送機械・設備増加率（％） 15．3 14．0 9．5 14．0 11．5

電車（台） 163 205 308 25．8 17．3

貨物車両（台） 37，800 42，471 52，763 12．4 ＆7

トラック（千台） 286 303 385 5．9 7．7

乗用車（千台） 1，290 1，486 2β42 15．2 16．1

出所）　MER（2008b），中期予測．

備考）2011，2008～2011数字はバリアント2（革新シナリオ），

長は163％であり，高成長予測を超えている．

同年1－9月の前年同期比実績によると乗用車生

産は20％増で予測を5ポイント上回っている．

　いずれにしろ，大幅増産が見込まれている製

品は，外資・合弁企業や輸入財利用ロシア企業

によって供給されるものであり，強大な需要を

有するとみなせるが，表の予測は，輸送機械を

除いて実行可能性に問題が生じている．外資や

輸入に依拠した多様化がロシアでも急速に進展

し始めているが，すでに細目については慎重な

再検討が必要となっている．

5．ロシア経済多様化の要因分析：供給サイド

　われわれは，2004年名目値（ベンチマーク）

と部門別投資増加率を利用して，新産業分類の

部門別固定資本増加率を2005～2007年の3ヵ

年について推計した．その抜粋を示したのが表

8である．表で抜粋表示された部門については，

いずれも推計増加率は公式増加率より大きいが，

部門集計値は既述のマクロ推計値とほぼ整合的

である．資本増加率の大きい部門は，鉱業と商

業であるが，製造業も平均より高い値を示して

いる．

　推計資本ストック増加率13）と公式部門別労働

力統計（年平均従業員数）を用いた部門別成長会

計分析の結果の概要は以下のようになる．

　表9は，鉱工業を構成する3大部門について

の成長会計を示している（鉱業GDP成長率は

推計値を採用）．

　鉱業に関しては，成長要因は，旺盛な投資を

反映してもっぱら資本寄与である．労働生産性

は伸びているが，資本生産性が減少しており，

総要素生産性の寄与も小さい．2007年は，資

本寄与が7％と大きかったにもかかわらず，資

本生産性と総要素生産性の減少により成長は高

まらなかった．

　製造業の2005年と2007年における比較的良

好な成長は，資本寄与とそれと同程度の総要素

生産性寄与によるものであった．両年について

は，労働生産性の伸びも著しく，資本生産性も

若干上昇した．2006年の低成長は，投資増に

よる資本寄与があったのに，総要素生産性がほ

とんど伸びなかったことによる．

　電気・ガス・水道業の2005年，特に2007年
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表8．部門別固定資本の増加率（％）

経　　済　　研　　究

公式 推計

2005 2006 2007 2005 2006 2007

農業，狩猟，林業 一2．1 一〇．9 0．3 0．6 19 3．0

鉱業 46 54 a4 70 ＆4 9B

』魏麟 ＿、薄君 磁 嘆9 磯、 ，蝿 韓
電気・ガス・水道 0．7 0．9 1．6 3．1 3．1 45

商業 46 5．9 6β ＆8 8．7 9．5

総計 1．9 2．4 3．0

響
驚
ぽ
湾

　
駁
亭 。瞳

出所）　付表14から抜粋．

　われわれは，さらに機械工業についても独自

に資本ストック増加率を推計し，表10に示さ

れる成長会計分析を試みた（成長率はGDPで

はなく産出）．機械工業の高成長には資本の寄

与は僅少で，総：要素生産性の寄与が大きく貢献

していることがわかる．労働生産性と資本生産

性の変化はすべて総要素生産性のそれに総合的

に反映されている．

6．多様化と自動車産業
表9．鉱業・製造業と電気・ガス・水道の成長会計；2005～2007年（％）

資本分配率70％
卜

増加率 寄与 増加率

GDP 資本 労働力 資本 労働 総要素
ｶ産性

労働
ｶ産性

資本
ｶ産性

鉱業

2005 4．0 7．0 一34 49 一1．0 α1 7．4 一3，1

2006 6．1 84 一〇．8 5．8 一〇．2 α5 68 一2，3

2007 4．8 98 一〇．5 69 一〇．1 一1．9 53 一5n

製造業

2005 60 4．1 一24 29 一〇．7 38 8．4 1．9

2006 29 4．6 一1，3 3．2 一〇．4 α1 4．2 一17
2007 74 6．1 0．2 4．2 0．1 3．1 7．2 13

電気・ガス・水道
2005 1．2 3ユ 0．6 2．2 0．2 一L2 0．6 一1．9

2006 4．7 3．1 0．6 22 α2 2．4 4ユ 1．6

2007 一1．9 4．5 一1．1 3．1 一〇．3 一4．7 一〇．8 一64

出所）　付表16．

表10．機械工業の成長会計（％）

　　　　資本分配率70％
1

増加率 寄与 増加率

産出 資本 労働力 資本 労働 総要素
ｶ産性

労働　　資本
ｶ産性　生産性

2005

Q006

Q007

10．4

浮U

P5．4

0．5

k8

R．0

一5，9

|39
Q3

04
P．3

Q．1

一13

|1．2

@0．7

118

W．5

P2．6

16．3　　　9．9

P2．4　　　6．8

P3ユ　　12．5

出所）　付表17から抜粋．

の低成長は，投資増による資本貢献分が総要素

生産性減少によって大幅削減されたためであっ

た．2006年の比較的良好な成長は，資本寄与

と総要素生産性寄与がバランスよく作用した結

果であった．

　以上にみられるように，旺盛な投資増による

GDP成長は，総要素生産性の伸びによって大

きく規定されている．ただし，推計データの期

間が短いので，投資のタイムラグ効果があるの

かどうかは判然としない．

　　　　　　　当局者によっても認知されてい

　　　　　　るように，ロシア経済の多様化に

　　　　　　とって重要なのは，自動車，特に

　　　　　　乗用車産業の近代化と成長である．

　　　　　　公表統計では，国内生産について

　　　　　　は，ロシア製ラーダも外資による

　　　　　　ロシア域内生産のトーラス，ロー

　　　　　　ガン，カムリ等も同じく同等に1

　　　　　　台と数えた生産統計しかわからな

　　　　　　い．これでは経済分析にはまった

　　　　　　く不十分なので，われわれは，ま

　　　　　　ず国家統計局の協力を得て，自動

　　　　　　車産業を分離した拡張産業連関表

　　　　　　を2004年について作成した
　　　　　　（Rosstat－Kuboniwa（2008））。拡

　　　　　　張産業連関表からわかる事項をま

　　　　　　ず整理しておきたい．

　　　　　　　表11は，自動車産業（トラック

　　　　　　と乗用車で，部品産業を含む）の

　　　　　　2004年GDPシェアは1．2％であ

　　　　　　つたこと，そして製造業GDPの

　　　　　　5％を占めていたことを示してい

る．表12は，この数字を各国公式産業連関表

に基づいて国際比較している．

　2000年近辺における自動車王国の米日独の

自動車GDP比率は，それぞれ1．6％，12％，3．1

％であった．BRICsに属する中印の自動車
GDP比率は，それぞれ1．5％，0．1％であった．

すでに2002年時点において，中国では外資合

弁による乗用車国産が進展していることがわか

る。インドで乗用車国産の効果が発現している

のはごく最近のことなので表の統計には現れて
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付加価値　　　　　純生産物税基本価格

@（10億ルーブル）

　GDP
s場価格

　全産業
fDPシェア
@（％）

製造業内シェア

@（％）

自動車

ｻ造業（除，

ｻ造業

自動車）

　978　　　　　98．7

Q，587．9　　　1．131．0

Q．685．7　　　1．2297

196．5

R．7189

R，915．4

L2

Q1．8

Q3．0

　50
X5．0

P00．0

出所）Rosstat　and　Kubonlwa（2008）の2004年拡張産業連関表．

表12．自動車産業GDPシェアの国際比較（％） 表13．部門別付加価値率・税率：2004年

国名 年次 GDPシェア（％）

日本

米国

ドイツ

2000

2000

2002

ρ
0
2
1

L
L
3

中国　　　　2002

インド　　2003／2004

田力ｽ虫　日報）
　　　　GDP比　産出高比

5
1

L
α

ロシア 1987

1995

2004

4
Q
ゾ
2

2
0
1

鉱業（推計）

製造業

自動車

製造業（除，自動車）

電気・ガス・水道

建設

商業（推計）

69．6

4L4

37．1

4L6

388

50．9

65、2

19．7

31．4

50．2

30．4

0．4

9，7

0．7

13．7

13．0

18．6

12．7

0．2

49
0．5

出所）　付表19．

備考）　各国産業連関表により作成．

付加価値総計 538 12．7 6．8

出所）Rosstat－KubQniwa〔2008）の2004年拡張産業連関表．

付表20か年抜粋．

いない．

　ロシアの2004年の水準は，GDP比率でみる

と，日独や中国には及ばないが，2000年の米

国に匹敵することになる．ソ連期ロシアの

1987年における自動車産業（乗用車中心）は，

推計GDPシェアでみて2．4％で，軍需専用品

を除くと鉱工業部門の中で抜群のシェアを占め

る重要産業になっていた．現在，ロシア政府が

目指しているのは，外資企業（フォード，GM，

トヨタ，日産／ルノー，すずき，フォルクスワ

ーゲン，ヒュンダイ（現代）等）を総動員して，

ロシア自動車産業（乗用車中心）をGDP比で

3％程度にまで発展させることだと考えられる．

この課題の達成は，メドベージェフ・プーチン

の経済多様化政策の進展に大きく貢献すること

は疑いえない．

　表13は，自動車産業の付加価値率（国内生産

に占めるGDPの比率）と税率を他産業と比較

表示している．中間財投入の少ない原油・ガス

産業や商業の付加価値率は65％以上と高いが，

製造業の付加価値率は41％程度と低い．完成

部品，鋼材，ゴムタイヤの投入の多い自動車産

業の付加価値率は，製造業平均よりさらに低く

37％程度にとどまる．このような傾向は日独

などではより強くみられるもので，ロシア自動

車産業の効率が悪いことを示すわけではない．

　ロシア自動車産業で特異なのは，税率である．

自動車産業の生産物税は，同産業GDPの半分

以上にも達している．付加価値ペースで見た場

合，輸出税を負担している鉱業の税率20％は

もとより，製造業平均の30％と比較しても著

しく高いことになる，税捕捉漏れの大きい商業

はほとんど生産物税を支払っていない．

　以上から，低い付加価値率と高い税率の同時

並存がロシア自動生産業に特徴的である．

　表14は，自動車産業の中間投入係数（中間投

入と国内産出の比率）を示している．ご覧のよ

うに，自動車産業の製造業製品中間投入比率は

54％で，製造業平均の31％を大きく上回る．

これは，自己投入（部品）比率が24％にのぼる

ためである．その他の投入については，電気・

ガス・水道投入が2．2％程度，不動産・賃貸投

入が2．5％にのぼることだけが目立つ．

　表15は，ロシアにおける自動車に対する需

要構造を示している．中間需要率が30％と製

造業平均48％やマクロ平均44％や鉱業45％
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表14．製造業と自動車産業の中間投入係数（％）：2004年

　　　　製造業自動車　　　　　　　　製造業　　　（除，自動車）

1　農業，狩猟，林業　　　　　　OD

2水産業　　　　　　　　　　α0
3　鉱業　　　　　　　　　　　　1．7

4製造業　　　　　　　　　　53．5

　自動車　　　　　　　　　　23．8

　製造業（除，自動車）　　　　29．7

5　電気・ガス・水道　　　　　　2．2

6建設　　　　　　　　　　　α4

7商業　　　　　　　　　　　α1

8　ホテル・レストラン　　　　　0．0

9　運輸・通信　　　　　　　　　　L7

10　金融　　　　　　　　　　　0．8

11不動産・賃貸　　　　　　　　2．5

12　公務・防衛・強制社会保険　　0．0

13教育　　　　　　　　　　　0．0

14　保健・社会サービス　　　　　OD

15　その他サービス　　　　　　0．0

認
α
2
鵬
獅
0
2
蹴
侃
α
5
㎝
・
。
％
・
6
昂
㎝
σ
。
σ
。
ω

5
2
8
9
5
4
D
5
ユ
0
2
　
7
4
1
0
0
1

5
0
n
3
0
1
2
9
4
0
0
α
2
α
2
α
α
α
α

中間投入 62．9 58．4 58．6

付加価値 37．1 41．6 41．4

総計 100．0 100．O　　　lOO．0

出所）Rosstat・Kuboniwa（2008）の2004年拡張産業連関表．

表15．自動車の需要構造（％）

ロシア2004年 日本2000年

マクロ 鉱業 製造業 自動車 自動車

中間需要 43．9 44．6 47．6 30D 448

家計消費 287 0．3 399 59．5 18．4

政府他消費 64 α0 0．1 α5

固定資本形成 89 21 9．1 40．0 162

貴重品純取得 02 α1 0．3 9　，　，

在庫純増 L6 0．4 2．7 3．1 一〇．2

輸出 18．2 54．6 2L5 俄1 23．5

輸入（控除） 一8．0 一2．2 一213 一423 一2．7

国内産出 100．0 loOD 100D 100．0 looρ

（購入者価格）

　出所）Rosstat・Kuboniwa（2008）の2004年拡張産業連関表．

と比較して著しく低いことがわかる．この低さ

は，日本の場合（45％）と比較しても顕著である．

ロシア自動車産業の家計消費率や投資率が著し

く高いのは，控除される輸入比率が42％と極

端に大きいからである．また，輸出比率がきわ

めて低水準だということも関係している．

　産業連関表では最近の傾向がつかめないので，

図8の実物統計によってこの40年間にわたる

ロシア乗用車産業の動態をみよう．

　ロシア乗用車産業は1970年忌に急成長し，

1980年代には国産100万台を超えるようにな

入しなければならないことである．

は，生産開始後4，5年で部品現地調達率を約

30％に引き上げるというローカルコンテント

を認めればそれまでの期間の部品輸入関税を免

除ないし優遇する「工業組立」制度を導入する

ことで外資企業を誘致している14）．部品現地調

達率向上は，部品生産裾野拡張と技術伝播を期

待するロシア政府と，コスト削減を目指す外資

企業の共通課題である．ロシア政府は，「工業

組立」制度を部品産業に拡張しただけで，欠如

していた部品産業（裾野）の育成という難事は，

つた．体制転換後に生産台数は下落したが，

2000年代に入って国産100万台レベルに回

復してきた．

　最近の2005年以降になって，国産台数増

産が顕著になってきた．最近の特徴は，この

増産が，外資企業やロシア企業による外国メ

ーク（ブランド）車の組立生産によるものだと

いうことである．ラーダ等の伝統的ロシアメ

ーク車の生産総計は急減している（AvtoVAZ

社製ラーダ以外のほとんどのロシアメーク車

は生産停止）．既述のように今後この傾向は

一層加速化されよう．

　ロシア域内生産の外国メーク車の組立生産

急増以上の増加を示しているのが輸入車の急

増である．2007年には輸入車は150万台以

上になり，国産総台数を上回る事態が生じた．

今後，ロシア域内外車組立生産の急成長や

「9・15リーマン」事件後の所得増加率低下，

クレジット制限により輸入外車増加は若干低

下する可能性がある．しかし，域内生産外車

の車種は限られており，外車需要も強いため，

輸入増低下は小幅にとどまると考えられる．

外車の域内生産と輸入の両方の拡大による，

ロシア乗用車販売市場の成長は今後も持続す

ると考えられる．

　最後に，2004年拡張産業連関表を利用し

て，外資による自動車組立生産の振興を考慮

した簡単な産業連関分析シミュレーションを

行ってみたい．

　外資乗用車組立企業の問題は，ロシア国内

に良質な部品メーカーがないため，部品を輸

　　　　　　　　　　　　　　ロシア政府
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図8．乗用車の国産と輸入の動向

ロシア経済 ﾀ墾3磁。，二言鷺。。

表16．自動車産業拡大の効果：簡単なシミュレーション

　　国内需要（D）α2倍

　　自部門（自動車）中間投入係数α　0．18458

　　現地調達率β30％

（　無しl変化無し）完全（班一・）

品輸入分だけ拡大するケース，（2）生産拡

大分によって輸入代替が生じ，自動車輸入

がぜロになるケース（拡大分〉変化前輸入），

について国内産出の生産効果（産出増加率）

をシミュレーションする（競争輸入型レオ

ンチェフ逆行列（1－A）一1使用）と表16を

うる．

　ケース（1）：自動車最終需要（輸入控除済

み）増は39％である．最終需要増による誘

発効果により，自動車国内産出は2．2倍，

製造業（自動車以外）と電気・ガス・水道の

輸入代替

自動車最：終需要 39．4％増　　　　　100，2％増

1　農業，狩猟，林業

2　水産業

3鉱業
4　自動車

5　製造業（除，自動車）

6　電気・ガス・水道

7　建設

8　商業

9　ホテル・レストラン

10　運輸・通信

11金融
12　不動産・賃貸

13　公務・防衛・強制社会保険

14　教育

15　保健・社会サービス

16　その他サービス
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3，25
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0．46

157

0．12

　1．64

　186
2．11

0．08

0．09

0．05

　0．44

　　産出増加率はそれぞれ2．3％，2．1％で，国

内総産出とGDPは4％増加する．

　ケース（2）：自動車最終需要は2倍強となる．

最終需要増により，自動車国内産出は2．7倍，

製造業（自動車以外）と電気・ガス・水道の産出

増加率はそれぞれ3。3％，3．1％で，国内総産出

とGDPは5．7％増加する．

　いずれにしろ，自動車国内需要が2倍になれ

ば（この想定は現実的），GDPは4％以上拡大

する．ここでの分析は，より精緻化されなけれ

ばならないが，ロシア政府の目標としている多

様化の実態の一側面を浮き彫りにしている．

国内産出 4．00 5．73

外資組立企業と外資部品企業の努力に委ねられ

ており，外資は苦戦を強いられている．

　簡単化のため，自動車国内最終需要は2倍に

拡大するとし，拡大分はすべて外資によりロシ

ア領土内で生産されるとしよう15）．また，これ

にともなって生じる輸入部品中間投入は，自部

門からの中間投入に関してのみ必要となるとし，

その現地調達率は30％と想定する，さらに，

外資参入後も技術係数と付加価値率は不変とす

る．ここで，（1）輸入代替が皆無で，輸入は部

7．結語

　本稿では，まず，供給サイドからロシア経済

成長の短・中・長期成長経路の予測を与え，ロ

シアは強い潜在成長能力を有することを示した。

次に，供給面では総要素生産性寄与と資本寄与，

所得面では交易利得，支出面では国産品内需と

輸出外需，輸入設備投資による総要素生産性上

昇が成長のキイ要因であることを示した．輸入

設備投資増による資本ストック更新・増加と総

要素生産性上昇ということで供給と支出はリン

クされていることを示唆した．さらに，再編成

された産業連関表，公式成長統計，経済発展省

の中期予測から経済多様化の進展状況を確認し

た．そして，推計部門別資本ストック増加率を

用いた多部門成長会計分析により多様化の要因

を検討し，ここでも総要素生産性と資本の寄与

の重要性を示した．最後に，自動車・乗用車産

業に注目して，その成長が多様化に果たす役割
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について初歩的な検討を行った．本稿では，マ

クロ予測が部門別基礎を十分もたないなど，マ

クロ分析と部門別分析の接合が不十分である．

今後，データベースの整備・拡充を進め，「9・

15リーマン」事件後の状況転換についての考

察と絡めて，本格的な多部門モデル分析に入る

予定である．

　　　　　　　　　　　　　（一橋大学経済研究所）

　注
　1）　本稿執筆に当たって，平成19－20年度鹿島学術

振興財団助成金の支援を受けた．また，調査にあたっ

て，平成19年度三菱財団学術助成金，平成20年度一
橋大学プロジェクト助成金（研究代表者：久保庭真彰），

サントリー文化財団研究助成金から便宜を受けた．ロ

シア国家統計局とアジア経済研究所・BRICs国際産
業連関表プロジェクト（主査猪俣哲史）からはデータ提

供や共同研究の便宜が与えられた．良永康平教授（関

西大学経済学部）からはドイツ産業連関表データの提

供を受けた．所内定例研究会での討論者：石川健准教

授（島根大学法文学部）のコメントも参考なった，ここ

に記して感謝したい．いうまでもなく，本稿について

の全責任は筆者にある．

　2）　本稿でも，この問題は時間の許す限り考慮した

が，詳しくは別稿に譲らざるをえない．

　3）紙幅節約のため，データの細目は久保庭
（2008c）の「付表」に収めた．

　4）　利用する生産関数は，技術進歩を含むコブ・ダ

グラス型r＝7「1ぐαム1一αである．ここに，γ＝GDP，

α＝（∂｝7∂K）κ／r＝資本分配率，κ＝資本ストック，

五＝労働力，7’＝総要素生産性Total　Factor　Produc－

tivity（TFP）．　g侮）＝ぬ／謬と表示し，完全競争を仮

定すると

　　　9（r）一α9（κ）＋（1一α）9（五）＋9（T），

　　　GDP成長率≡資本寄与αg（κ）＋労働寄与

　　　（1一α）g¢）＋TFP寄与g（T）．

g（Y），α，o（κ），ρ（乙）が既知であればg（T）は残

差により推計できる．

　生産関数を｝z‘14exp（λの1（α五1一αと特定化する．

ここに，君は定数で，λは，技術進歩率．観測期間

2001－2007年（観測数7）について，図2，3（付表1，2

の）データをあてはめ，土式の対数をとった式を線形

回帰すると（カッコ内は標準誤差）

　　　資本分配率α＝0．70291（0．224086129），

　　　技術進歩率（TFP増加率）

　　　λ　＝0．04103（0．006213411），

　　　1πノ≦L　＝　一〇．004788035（0．004887804）；

　　　定数且＝0，99522，

　　　自由度補正決定係数（＊R2）＝0．99823，

　　　標準誤差≡0．00556

というさしあたり統計的に適切な推計結果をうる．観

測数が少ないため，精緻さに欠けることはいうまでも

ない．

　5）　筆者推計は，国家統計局SNA部が内部利用し
ている修正名目値を初期値として用いており，固定資

本減耗統計や投資統計とも整合的である．

　6）総要素生産性増加率は，GDP成長率から資本
寄与率と労働寄与率を控除した残差である，資本寄与

率は，資本分配率70こ口資本増加率，労働寄与率は，

労働分配率30％×労働増加率で測定される．成長会

計で利用される資本分配率30％ないし1／3という便

法は，ロシアには不適切なので採用していない．

　7）消費財輸入によるロシアGDP成長という田畑
（2006）の主張は，概念上，理解に苦しむ．

　8）　支出面のGDP（国内総支出）については以下の

定義式が成立している．

GDP＝消費＋投資＋輸出一輸入
　　＝国内最終需要（内需）＋純輸出（外需）

　　＝［国内最終需要一輸入財最終需要］＋［輸出一二

　　入財中間需要］

　　＝［国産品消費＋国産品投資］（国産品内需）＋［輸

　　出一輸入財中間需要］（修正外需）

輸入最終需要と輸入中間需要について，名目比率は，

旧年とも2004年の実績値64：36に固定し，両者の実

質増加率はマクロ輸入増加率に等しいとした．（名目

比率はRosstat（2007）の輸入表から算定．2003年の実

績比率は63：37，RSUT2003）．名目比率について輸

入最終需要比率の若干の増大，そして増加率について

輸入最：終需要の輸入中間需要以上の増大もあると考え

れるが，これらを考慮した場合でも，ここでの主張の

大筋に変更の必要はない．

　9）以下の記述は，公表RSUT2003付帯表と非公
表のRosstat（2007）による，

　！0）　分類変更に伴う遡及統計の整備は遅れている

し，新統計を旧統計に編成するためのデータも十分目

はない．

　11）　筆者推計（便法）では，鉱業商業マージン（産業

連関表供給表）×商業付加価値率（産業連関表利用表）

＝鉱業関連商業付加価値で算出すると，GDP比で04
年，05年はそれぞれ5．6％，4．6％となる．純生産物

税は，産業連関表供給表による．産業連関表
SUT2004，2005はNSR2007，2008．詳細は久保庭
（2008c，付表8参照）．

　12）08年1－8月実績はCSI，　Bank　of　Moscow，　Eco一

”o珈。〃b疵妨1，0ctober，2008．同年1－9月の実績は，

www．gks．ru．

　13）　推計の委細は久保庭（2008c）．概略は以下のと

おり．（1）2004年目ンチマーク名目固定資本価額の推

計（公式統計2ヵ年算術平均に2003年旧分類推計倍率，

久保庭（2007）の適用），（2）2005，2006はこれに公式

部門別投資増加率と2003年旧分類除却率推計を利用

して固定資本増加率を推計，（3）2007年は，部門別投

資増加率（非公表）を名目増のマクロデフレータによる

一律デフレートで推計し，上記と同様な方式で固定資
本増加率を推計．

　14）「工業組立用乗用車部品関税変更の導入」
（2005年3月29日付ロシア政府決定），「乗用車部品

生産促進のための「工業組立」規定」（2005年4月15

日付指令，経済発展省，産業・エネルギー省，財務省
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連名）等一連の関連法規．「工業組立」制度は以下の4

本の柱から成立している．1．乗用車部品（塗装・溶接

設備）輸入関税の免除ないし優遇税率適用3～5％（通

常5～20％），2．経済発展省と協定締結，3．新規企

業は2．5年以内に生産開始，交替制年産2．5万台以上

の生産水準，4．部品輸入削減義務：現地部品調達率

は，生産開始後2年内10％，3．5年内10％，4．5年内

10％．結局，累積すると，部品の現地調達率義務は4，

5年以内に約30％（経済特区はこの倍）．部品メーカー

への適用拡大では，3．5年内に現地調達率30％義務付
け．

　15）　シミュレーションの概略のみ示す．委細は別

稿に譲る，
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